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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう、以下同じ)は含まれておりません。 

２ 当社は、平成16年７月20日付及び平成17年８月19日付で１株につき３株の割合をもって、株式分割を行って

おります。 

回次 第８期中 第９期中 第10期中 第８期 第９期 

会計期間 

自 平成16年 
１月１日 

至 平成16年 
６月30日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
６月30日 

自 平成16年 
１月１日 

至 平成16年 
12月31日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
12月31日 

売上高 (千円) 1,222,011 1,663,055 3,362,285 2,910,974 4,380,878 

経常利益 (千円) 386,269 691,607 2,082,381 1,162,226 2,185,492 

中間(当期)純利益 (千円) 217,561 392,778 1,224,854 657,883 1,222,429 

純資産額 (千円) 1,537,902 3,765,256 5,789,983 3,340,034 4,637,343 

総資産額 (千円) 2,328,952 4,816,536 7,018,600 4,423,698 6,005,843 

１株当たり純資産額 (円) 128,673.78 96,793.22 47,802.13 86,887.29 39,077.31 

１株当たり中間 

(当期)純利益 
(円) 18,895.82 10,138.42 10,240.42 18,552.00 10,433.81 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益 

(円) 14,770.36 8,490.43 8,685.88 14,745.38 8,787.49 

自己資本比率 (％) 66.0 78.2 82.5 75.5 77.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 12,306 192,636 1,127,631 512,327 1,465,994 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △64,466 △265,127 △631,008 △393,355 △2,170,150 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 357,827 24,414 △73,027 1,688,118 57,529 

現金及び現金同等物 

の中間期末(期末)残高 
(千円) 999,600 2,452,949 2,257,147 2,501,024 1,854,397 

従業員数 (名) 66 86 101 73 97 



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、当社から他社への出向者を除く就業人員であります。なお、従業員数の(外書)は、グループ会

社への出向者であります。 

３ 当社は、平成16年７月20日付及び平成17年８月19日付で１株につき３株の割合をもって、株式分割を行って

おります。 

回次 第８期中 第９期中 第10期中 第８期 第９期 

会計期間 

自 平成16年 
１月１日 

至 平成16年 
６月30日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
６月30日 

自 平成16年 
１月１日 

至 平成16年 
12月31日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
12月31日 

売上高 (千円) 1,042,071 1,078,112 1,294,519 2,243,055 2,348,624 

経常利益 (千円) 75,343 584,277 1,179,746 173,184 691,184 

中間(当期)純利益 (千円) 38,751 530,829 1,123,816 87,425 589,009 

資本金 (千円) 454,861 1,154,026 1,196,576 1,140,630 1,173,200 

発行済株式総数 (株) 11,951.95 38,902.95 121,082.85 38,443.95 118,679.85 

純資産額 (千円) 1,047,046 3,020,802 4,176,360 2,457,530 3,121,418 

総資産額 (千円) 1,681,710 3,285,138 4,816,074 2,834,285 3,991,034 

１株当たり純資産額 (円) 87,604.64 77,655.60 34,474.55 63,929.92 26,303.13 

１株当たり中間 

(当期)純利益 
(円) 3,365.65 13,701.79 9,395.70 2,465.36 5,027.37 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益 

(円) 2,630.84 11,474.58 7,969.39 1,959.50 4,234.12 

１株当たり中間 

(年間)配当額 
(円) ― ― ― ― 1,000 

自己資本比率 (％) 62.3 92.0 86.7 86.7 78.2 

従業員数 (名) 32(34) 38(48) 45(56) 32(41) 45(52)



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社（以下「当社グループ」という。）が営んでいる事業の内

容に重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、新たに関係会社となった会社は次のとおりであります。 

  

４【従業員の状況】 

(1) 事業の種類別セグメントにおける従業員数 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 全社(共通)は、主に総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

３ 従業員数が当中間連結会計期間において４名増加しておりますが、主として業容拡大に伴う中途採用による

ものであります。 

(2) 提出会社の従業員の状況 

 （注）１ 従業員数は、当社から他社への出向者を除く就業人員であります。 

２ 従業員数の(外書)は、グループ会社への出向者であります。 

(3) 労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容
議決権の所有又
は被所有割合 
（％） 

関係内容 

（持分法適用関連会社）            

J-STAR㈱ 
東京都港区虎ノ

門四丁目１－17 
50,000 

プライベート・エ

クイティ投資事業
40.0 役員の兼任あり 

その他２社 ― ― ― ― ―  

  平成18年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

不動産投資・アセットマネジメント事業 42 

債権投資・管理回収事業 14 

全社(共通) 45 

合計 101 

  平成18年６月30日現在

従業員数(名) 45 (56) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済環境は、継続して輸出・生産が緩やかに増加を続け、企業収益が引き

続き改善して、順調な回復基調にあります。雇用情勢は一部に厳しさが残るものの、改善に一層の広がりが見ら

れ、個人消費も緩やかに増加しています。第一四半期に上昇した日経平均株価は第二四半期になって、米国・中国

の経済動向、原油価格の高騰などの不安定要因もあり、一時期若干落ち込みましたが、現在は小康状態を保って推

移し、景気の回復感が市場全体に一層定着しました。内閣府は「月例経済報告」（平成18年７月）において「景気

は回復している」との基調判断を示しており、景気の先行きについても、中東情勢や原油価格の動向等には留意す

る必要はあるものの、緩やかに景気拡大傾向が継続するとの見方を示しております。 

 当社を取り巻く事業環境につきましては、日銀のゼロ金利解除によって、金利動向の先行きに関して若干不透明

感はありますが、今年も昨年同様海外投資家からの活発な投資資金の流入と、国内投資家によるJ-REIT（公募型不

動産投資信託）あるいは私募不動産ファンドへの積極的な投資が不動産市場の流動性を高めており、又、景気回復

に伴う地方経済の活性化等により、不動産関連ビジネスチャンスが継続して拡大しております。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は3,362,285千円（前年同期比102.2％増）、経常利益2,082,381千円

（前年同期比201.1％増）、中間純利益1,224,854千円（前年同期比211.8％増）という結果となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

（不動産投資・アセットマネジメント事業） 

 大型不動産投資ファンドやJ-REIT等との投資物件の取得競争は継続して激しい状況にありますが、当社は長年培

った人脈、ノウハウや積極的なマーケティング等により、引き続き多数の既存収益物件や新規開発案件等を不動産

開発業者から直接取得することに成功しました。当中間連結会計期間において、新規不動産取得は約333億円に達

し、当初の購入計画を達成しました。又、売却案件については、第一四半期からクロージングがずれ込んだ案件が

予定通りクロージングでき、効率的な出口戦略の執行により、物件売却は順調であり、予定通りの手数料収益を計

上しました。当中間連結会計期間末現在における当社グループの不動産アセットマネジメント受託資産残高の総額

は、約1,611億円と前期末比で約249億円増加いたしました。 

 平成17年４月に組成したカリフォルニア州職員退職年金基金（CalPERS）やパシフィック・ライフ保険等の機関

投資家との不動産投資ファンド（SCJREPⅡ号ファンド）の物件購入は順調に進みました。又、平成16年10月に当社

グループが日本の機関投資家及び年金基金向けに組成した私募不動産投資ファンド（SCJRFⅠ号ファンド）につき

ましても、この期に投資案件の確保はほぼ完了いたしました。又、昨年連結子会社SCJインベストメント・マネジ

メント株式会社内に設立した特別バリューアップグループの関与する案件数は順調に増加し、商業施設の案件発

掘、プロデュース、空間ディスプレイ、テナントリーシング、プロパティマネジメント等の分野に強みを有する株

式会社丹青社との業務提携も順調に進み、商業施設案件の検討数が急速に増えました。 

 SCJREPⅡ号ファンドによる物件購入が成功裏に進んだため、当社グループは中国不動産などのアジアの不動産に

も約25％資産配分する総額約2,690億円（ノンリコース・ローンによる資金調達を含む）の新ファンド

「SCJREP Asia ファンド」を組成中でありますが、平成18年６月に第一次クロージングが予定を上回る約1,480億

円（ノンリコース・ローンによる資金調達を含む）の調達をもって完了いたしました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の本事業における売上高は1,034,736千円（前年同期比40.7％増）、営業利益

は343,398千円（前年同期比58.1％増）となりました。 



（債権投資・管理回収事業） 

  

 大手金融機関による大型不良債権の一括売却による処理は昨年で一段落はしましたが、当中間連結会計期間も予

想以上にノンバンク、統合した金融機関や地方銀行等による債権売却が引き続き活発におこなわれました。又、大

手銀行等による取引関係見直しによる、企業再生先や要管理先の大型個別債権売却案件、政府関係機関、債権回収

会社、その他投資家等による二次流通市場における債権売却等が一層活性化し、市場における債権投資案件内容と

その投資規模はますます多様化致しました。  

 又、債権購入にかかわる入札価格競争は継続して激化しておりますが、当社グループは、不動産担保債権の投資

業務における長年のデューデリジェンス業務における強みを生かして、多様な投資家との関係の構築に努めてお

り、債権運用資産の受託は順調に伸び、この中間連結会計期間では464億円の新規受託を達成いたしました。 

 一方、取得済み債権の回収は不動産市況の全般的な活性化と経済回復を伴って極めて順調に進み、受取り成功報

酬の収入額が特に順調に伸び、予定以上の大幅な営業利益増を達成することができました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の本事業における売上高は2,327,549千円（前年同期比151.0％増）、営業利益

は1,903,865千円（前年同期比231.9％増）となりました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、その他の関係会社有価証券の取

得等により投資活動によるキャッシュ・フローが減少したものの、税金等調整前中間純利益の計上等により営業活

動によるキャッシュ・フローが増加し、前連結会計年度末に比べ402,750千円増加し、当中間連結会計期間末にお

いては2,257,147千円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は1,127,631千円（前年同期比485.4％増）となりまし

た。これは、前受金が160,752千円減少し、法人税等を917,362千円支払ったものの、税金等調整前中間純利益を

2,082,091千円計上したことが主な要因であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は631,008千円（前年同期比138.0％増）となりまし

た。これは、投資有価証券の取得に598,827千円を支出し、同項目の出資返還が1,602,183千円あったものの、その

他の関係会社有価証券の取得に1,188,514千円を支出したことが主な要因であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は73,027千円（前中間連結会計期間は24,414千円の収

入）となりました。これは、株式の発行により45,643千円の収入があったものの、配当金の支払いが118,671千円

あったことが主な要因であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当社グループは、不動産投資・アセットマネジメント事業及び債権投資・管理回収事業を主体とする会社であ

り、生産活動を行っていないため、該当事項はありません。 

(2) 受注実績 

 該当事項はありません。 

(3) 販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％) 

不動産投資・アセットマネジメント事業 1,034,736 40.7 

債権投資・管理回収事業 2,327,549 151.0 

合計 3,362,285 102.2 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

アザブ・クレジット・マネ

ジメント・カンパニー・リ

ミテッド 

147,137 8.9 1,508,851 44.9 

㈲泉南インベストメント 257,666 15.5 ― ― 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在の発行数には、平成18年９月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

新株予約権(平成14年７月25日 臨時株主総会決議)(注)１ 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 270,000 

計 270,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成18年９月28日) 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 121,082.85 121,352.85 
東京証券取引所 

(マザーズ) 
― 

計 121,082.85 121,352.85 ― ― 

  
中間会計期間末現在 
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株予約権の数(個)   463 (注)２   453 (注)３

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
  

12,501 
(注)２

  (注)４

  
12,231 

(注)３

  (注)４

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 19,075 (注)４ １株当たり 19,075 (注)４

新株予約権の行使期間 (注)５ 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 19,075 
(注)４

資本組入額 9,538 

発行価格 19,075 
(注)４

資本組入額 9,538 

新株予約権の行使の条件 (注)６ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

第三者に譲渡し、又は質権

その他の担保権を設定する

ことはできない 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 



 （注) １ 本新株予約権は有償にて発行されており、特に有利な条件による発行(旧商法第280条ノ21)には該当しませ

んが、株主以外の第三者に対する割当であるため、旧商法第280条ノ27に基づく株主総会の決議を行ってお

ります。 

２ 平成18年６月30日現在の新株予約権の数及び目的となる株式の数の内訳は以下のとおりです。 

なお、上記「株式分割による調整後の合計」の数は、平成15年10月１日付及び平成16年７月20日付並びに平

成17年８月19日付で実施した株式分割の結果調整されたものです(下記、「(注) ４」参照)。 

３ 平成18年８月31日現在の新株予約権の数及び目的となる株式の数の内訳は、以下のとおりです。 

なお、上記「株式分割による調整後の合計」の数は、平成15年10月１日付及び平成16年７月20日付並びに平

成17年８月19日付で実施した株式分割の結果調整されたものです(下記、「(注) ４」参照)。 

４ 当社は、平成15年10月１日付及び平成16年７月20日付並びに平成17年８月19日付で１株を３株に株式分割い

たしました。これにより、下記調整条項に従い、新株予約権の目的となる株式の数、権利行使価額、発行価

格及び資本組入額はそれぞれ調整されております。 

(1) 当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、目的たる株式の数は分割又は併合の比率に応じ、次の算式

により調整されるものとします。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使していな

い新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これ

を切り捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率 

(2) 当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、権利行使価額は、分割又は併合の比率に応じ、次の算式に

より調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り捨てるものとします。 

  新株予約権の数(個) 
新株予約権の目的 
となる株式の数(株) 

平成14年７月25日 

取締役会決議による付与 
758.00 758.00 

平成14年12月18日 

取締役会決議による付与 
28.00 28.00 

平成15年７月３日 

取締役会決議による付与 
228.00 228.00 

退職等の理由により消却 107.45 107.45 

新株予約権の行使 443.55 443.55 

合計 463.00 463.00 

株式分割による調整後の合計 ― 12,501.00 

  新株予約権の数(個) 
新株予約権の目的 
となる株式の数(株) 

平成18年６月30日現在 463.00 463.00 

新株予約権の行使 10.00 10.00 

合計 453.00 453.00 

株式分割による調整後の合計 ― 12,231.00 

記 

調整後権利行使価額＝調整前権利行使価額×
１ 

分割又は併合の比率 



５ 本新株予約権の権利行使期間は以下のとおりです。 

６ 権利行使についての条件 

①新株予約権は、新株予約権の行使期間の初日から始まる３年間の期間中、分割して半年毎(１月１日及び７

月１日)に行使権限が発生するものとします。ただし、それぞれの時点まで、被付与者が、当社又は関連会

社の取締役、監査役、従業員、顧問又はコンサルタントであり続けた場合に限るものとします。 

②新株予約権は当社の株式公開の日以後に限り、また、付与株式に関して公開引受会社又は適用ある法令・規

則により課される規制に従う限りにおいて、行使できるものとします。 

③新株予約権は全部又は一部につき、行使することができます。ただし、最終の分割行使の場合を除き、新株

予約権の行使により発行される対象株式数が１株の整数倍となるように行使するものとします。 

④その他の条件については、当社と新株予約権の被割当者との間で締結されるストックオプション・プランに

添付された「新株予約権付与契約」に基づき規定します。 

新株予約権(平成16年１月８日 臨時株主総会特別決議) 

 （注) １ 当社は、平成16年７月20日付及び平成17年８月19日付で１株を３株に株式分割いたしました。これにより、

下記調整条項に従い、新株予約権の目的となる株式の数、権利行使価額、発行価格及び資本組入額はそれぞ

れ調整されております。 

(1) 当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、目的たる株式の数は分割又は併合の比率に応じ、次の算式

により調整されるものとします。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使していな

い新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これ

を切り捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率 

(2) 当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、権利行使価額は、分割又は併合の比率に応じ、次の算式に

より調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り捨てるものとします。 

  権利行使期間 

平成14年７月25日取締役会決議による付与 平成14年８月15日から平成24年８月14日まで 

平成14年12月18日取締役会決議による付与 平成15年１月22日から平成25年１月21日まで 

平成15年７月３日取締役会決議による付与 平成15年７月23日から平成25年７月22日まで 

  
中間会計期間末現在 
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株予約権の数(個)   250   同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)   6,750 (注)１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 19,075 (注)１ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年１月15日から 

平成26年１月14日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 19,075 
(注)１

資本組入額 9,538 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注)２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

第三者に譲渡し、又は質権

その他の担保権を設定する

ことはできない 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

記 

調整後権利行使価額＝調整前権利行使価額×
１ 

分割又は併合の比率 



２ 権利行使についての条件 

①新株予約権は、新株予約権の行使期間の初日から始まる２年間又は３年間の期間中、分割して１年毎(１月

１日)に行使権限が発生するものとします。ただし、それぞれの時点まで、被付与者が、当社又は関連会社

の取締役、監査役、従業員、顧問又はコンサルタントであり続けた場合に限るものとします。 

②新株予約権は当社の株式公開の日以後に限り、また、付与株式に関して公開引受会社又は適用ある法令・規

則により課される規制に従う限りにおいて、行使できるものとします。 

③新株予約権は全部又は一部につき、行使することができます。ただし、最終の分割行使の場合を除き、新株

予約権の行使により発行される対象株式数が１株の整数倍となるように行使するものとします。 

④その他の条件については、当社と新株予約権の被割当者との間で締結される「新株予約権付与契約」に基づ

き規定します。 

新株予約権(平成17年３月30日 定時株主総会特別決議) 

 （注) １ 平成18年６月30日現在の新株予約権の数及び目的となる株式の数の内訳は以下のとおりです。 

なお、上記「株式分割による調整後の合計」の数は、平成17年８月19日付で実施した株式分割の結果調整さ

れたものです。（下記、「注４」参照） 

    ２ 本新株予約権の行使時の払込金額は以下のとおりです。 

  
中間会計期間末現在 
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株予約権の数(個)   1,814 (注)１ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
  

5,442 
(注)１

(注)４
同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 
(注)２ 

(注)４ 
同左 

新株予約権の行使期間 (注)５ 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円) 

(注)３ 

(注)４ 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注)６ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

  新株予約権の数(個) 
新株予約権の目的 

となる株式の数(株) 

 平成17年３月30日取締役会決議による付与 200.00 200.00 

 平成17年９月28日取締役会決議による付与 1,369.00 4,107.00 

 平成18年２月24日取締役会決議による付与 430.00 1,290.00 

 退職等の理由により消去 185.00 555.00 

 合計 1,814.00 5,042.00 

 株式分割による調整後の合計 ― 5,442.00 

  払込金額(円) 

 平成17年３月30日取締役会決議による付与 １株当たり 323,289 

 平成17年９月28日取締役会決議による付与 １株当たり 264,075 

 平成18年２月24日取締役会決議による付与 １株当たり 485,205 



    ３ 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額は以下のとおりです。 

    ４ 当社は、平成17年８月19日付で１株を３株に株式分割いたしました。これにより、下記調整条項に従い、新

株予約権の目的となる株式の数、権利行使価額、発行価格及び資本組入額はそれぞれ調整されております。

(1) 当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、目的たる株式の数は分割又は併合の比率に応じ、次の算式

により調整されるものとします。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使していな

い新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これ

を切り捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率 

(2) 当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、権利行使価額は、分割又は併合の比率に応じ、次の算式に

より調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

５ 本新株予約権の権利行使期間は以下のとおりです。 

６ 権利行使についての条件 

①新株予約権の相続人による新株予約権の行使は認められない。 

②その他の条件については、当社第８回定時株主総会、平成17年３月30日開催の取締役会、平成17年９月28日

開催の取締役会及び平成18年２月24日開催の取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結す

る「新株予約権割当契約書」に定めるところによります。 

  発行価格(円) 資本組入額 

 平成17年３月30日取締役会決議による付与 323,289 161,645 

 平成17年９月28日取締役会決議による付与 264,075 132,038 

 平成18年２月24日取締役会決議による付与 485,205 242,603 

記 

調整後権利行使価額＝調整前権利行使価額×
１ 

分割又は併合の比率 

  権利行使期間 

 平成17年３月30日取締役会決議による付与  平成17年10月１日から平成23年９月30日まで 

 平成17年９月28日取締役会決議による付与  平成19年３月30日から平成23年９月30日まで 

 平成18年２月24日取締役会決議による付与  平成19年３月30日から平成23年９月30日まで 



 新株予約権(平成18年３月30日 定時株主総会特別決議、平成18年４月27日 取締役会決議) 

（注）１ 権利行使についての条件 

 ①新株予約権の相続人による新株予約権の行使は認められない。 

 ②その他の条件については、当社第９回定時株主総会及び平成18年４月27日開催の取締役会決議に基づき、当

社と本新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによります。 

  

  
中間会計期間末現在 
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株予約権の数(個)   1,100   同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)   1,100   同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 459,948   同左 

新株予約権の行使期間 
平成20年３月31日から 

平成24年９月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 459,948 
  

資本組入額 229,974 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注)１ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１ 新株予約権の行使による増加であります。 

    ２ 平成18年７月１日から平成18年８月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が270

株、 資本金が2,626千円、資本準備金が2,574千円増加しております。 

(4）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 

(千円) 

資本金残高 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成18年１月１日～

平成18年６月30日 
2,403 121,082.85 23,376 1,196,576 22,917 1,164,609 

  平成18年６月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数(株) 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

ヴァン・コニネンバーグ信託 
米国カリフォルニア州 パシフィックパ

リセイズ サンセットブルバード 13681 
23,137 19.11 

トッピーノ信託 
米国カリフォルニア州 ビバリーヒル

ズ サミットリッジドライブ 2221 
15,250 12.59 

スティーブン・エー・ロス 米国アイダホ州 サンバレー 13,443 11.10 

ジョン・ポール・トッピーノ 東京都港区 6,537 5.40 

ジェイ・エス・ケイ・トラス

ト・エルエルシー 

米国デラウエア州 ウィルミントン セン

ターヴィルロード 
4,221 3.49 

バンク オブ ニューヨーク ジ

ーシーエム クライアント アカ

ウンツ イー アイエスジー 

（常任代理人 株式会社三菱東

京UFJ銀行 カストディ業務部） 

英国ロンドン 133 フリートストリート

ピーターバラコート EC4A 2BB 

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 

3,725 3.08 

イーエル エルエルシー 
米国カリフォルニア州 ロサンゼルス サ

ンタモニカブルバード 
3,462 2.86 

ユービーエス エージー ロンド

ン アカウント アイピービ

ー セグリゲイテッド クライア

ント アカウント 

（常任代理人 シティバンク・

エヌ・エイ東京支店） 

スイス連邦共和国バーゼル市 アエシェ

ンフォーシュタート48 

（東京都品川区東品川２丁目３－14） 

3,103 2.56 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 2,216 1.83 

ジェーピー モルガン チェー

ス バンク 385058 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行 兜町証券決

済業務室） 

英国ロンドン コールマンストリート ウ

ールゲートハウス EC2P 2HD 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

1,688 1.39 

計 ― 76,782 63.41 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式(その他)」の「株式数」には、証券保管振替機構名義の株式４株が含まれておりますが、当該

株式には、議決権はありません。 

②【自己株式等】 

  平成18年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 

普通株式 8 
― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 121,074   121,070 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

端株 普通株式 0.85 ― ― 

発行済株式総数   121,082.85 ― ― 

総株主の議決権 ―   121,070 ― 

  平成18年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合(％) 

（自己保有株式） 

セキュアード・キャピタ

ル・ジャパン株式会社 

東京都港区虎ノ門

四丁目１－17 
8 ― 8 0.0 

計 ― 8 ― 8 0.0 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所（マザーズ）におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高(円) 614,000 562,000 485,000 475,000 460,000 404,000 

最低(円) 425,000 355,000 401,000 384,000 304,000 258,000 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  前中間連結会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づ

き、当中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第

３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  前中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。 

 ただし、前中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日

まで）及び前中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成18年１

月１日から平成18年６月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     2,452,949 2,257,147   1,854,397 

２ 売掛金     790,074 793,062   863,681 

３ 未収入金     190,932 162,618   173,185 

４ 繰延税金資産     43,023 107,989   166,207 

５ その他     98,201 220,393   96,403 

流動資産合計     3,575,180 74.2 3,541,212 50.5   3,153,875 52.5

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1) 建物 ※１   33,242 43,411   46,595 

(2) 工具器具及び備
品 

※１   24,272 35,712   38,805 

有形固定資産合計     57,514 1.2 79,123 1.1   85,401 1.4

２ 無形固定資産     2,117 0.0 9,762 0.1   9,551 0.2

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券     793,357 1,739,702   2,315,459 

(2) その他の関係会
社有価証券 

    ― 1,190,366   ― 

(3) 敷金及び保証金     219,368 258,198   245,620 

(4) その他     168,998 200,236   195,935 

投資その他の資産
合計 

    1,181,724 24.6 3,388,503 48.3   2,757,015 45.9

固定資産合計     1,241,355 25.8 3,477,388 49.5   2,851,968 47.5

資産合計     4,816,536 100.0 7,018,600 100.0   6,005,843 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 未払金     112,485 112,028   125,388 

２ 未払法人税等     252,030 768,061   712,481 

３ 繰延税金負債     ― ―   7 

４ 預り金     229,163 154,390   179,684 

５ 賞与引当金     30,000 30,000   25,000 

６ その他     135,100 159,257   321,902 

流動負債合計     758,780 15.7 1,223,738 17.4   1,364,463 22.7

Ⅱ 固定負債           

１ 繰延税金負債     899 4,878   4,036 

２ 匿名組合出資預り
金 

    291,600 ―   ― 

固定負債合計     292,499 6.1 4,878 0.1   4,036 0.1

負債合計     1,051,279 21.8 1,228,617 17.5   1,368,500 22.8

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,154,026 24.0 ― ―   1,173,200 19.5

Ⅱ 資本剰余金     1,122,894 23.3 ― ―   1,141,691 19.0

Ⅲ 利益剰余金     1,491,898 31.0 ― ―   2,321,549 38.7

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    1,898 0.0 ― ―   6,363 0.1

Ⅴ 自己株式     △5,461 △0.1 ― ―   △5,461 △0.1

資本合計     3,765,256 78.2 ― ―   4,637,343 77.2

負債及び資本合計     4,816,536 100.0 ― ―   6,005,843 100.0 

            
            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本             

 １ 資本金     ― ― 1,196,576 17.0   ― ―

 ２ 資本剰余金     ― ― 1,164,609 16.6   ― ―

 ３ 利益剰余金     ― ― 3,424,394 48.8   ― ―

 ４ 自己株式     ― ― △5,461 △0.0   ― ―

株主資本合計     ― ― 5,780,118 82.4   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等             

 １ その他有価証券評
価差額金 

    ― ― 7,476 0.1   ― ―

評価・換算差額等
合計 

    ― ― 7,476 0.1   ― ―

Ⅲ 新株予約権     ― ― 2,388 0.0   ― ―

純資産合計     ― ― 5,789,983 82.5   ― ―

負債純資産合計     ― ― 7,018,600 100.0   ― ― 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     1,663,055 100.0 3,362,285 100.0   4,380,878 100.0 

Ⅱ 販売費及び一般管
理費 

※１   976,013 58.7 1,278,557 38.0   2,204,695 50.3

営業利益     687,041 41.3 2,083,727 62.0   2,176,182 49.7

Ⅲ 営業外収益           

１ 受取利息   306   173 2,113   

２ 受取配当金   ―   5,000 ―   

３ 為替差益   4,126   ― 11,469   

４ その他   600 5,032 0.3 917 6,091 0.2 691 14,274 0.3

Ⅳ 営業外費用           

１ 支払利息   375   ― 375   

２ 新株発行費   91   193 4,589   

３ 為替差損   ―   5,070 ―   

４ 持分法投資損失   ― 466 0.0 2,173 7,437 0.3 ― 4,964 0.1

経常利益     691,607 41.6 2,082,381 61.9   2,185,492 49.9

Ⅴ 特別利益           

１ 固定資産売却益 ※２ 159 159 0.0 ― ― ― 159 159 0.0

Ⅵ 特別損失           

１ 固定資産除却損 ※３ 1,857   289 2,015   

２ 関係会社出資金 
  売却損 

  569 2,427 0.1 ― 289 0.0 569 2,585 0.1

匿名組合損益 
分配前税金等 
調整前中間 
(当期)純利益 

    689,339 41.5 2,082,091 61.9   2,183,066 49.8

匿名組合損益 
分配額 

    7,818 0.5 ― ―   88,762 2.0

税金等調整前 
中間(当期)純利
益 

    681,520 41.0 2,082,091 61.9   2,094,303 47.8

法人税、住民税 
及び事業税 

  282,385   798,972 988,596   

法人税等調整額   6,356 288,741 17.4 58,264 857,237 25.5 △116,722 871,873 19.9

中間(当期)純利
益 

    392,778 23.6 1,224,854 36.4   1,222,429 27.9

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,109,760 1,109,760

Ⅱ 資本剰余金増加高     

増資による新株の発行   13,133 13,133 31,930 31,930

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

    1,122,894 1,141,691

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高     1,099,119 1,099,119

Ⅱ 利益剰余金増加高     

中間(当期)純利益   392,778 392,778 1,222,429 1,222,429

Ⅲ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

    1,491,898 2,321,549

      



④【中間連結株主資本等変動計算書】 

 当中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年12月31日残高（千円） 1,173,200 1,141,691 2,321,549 △5,461 4,630,979 

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 23,376 22,917 － － 46,293 

剰余金の配当 － － △118,671 － △118,671 

連結除外に伴う減少額 － － △3,338 － △3,338 

中間純利益 － － 1,224,854 － 1,224,854 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円） 
23,376 22,917 1,102,844 － 1,149,138 

平成18年６月30日残高（千円） 1,196,576 1,164,609 3,424,394 △5,461 5,780,118 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成17年12月31日残高（千円） 6,363 6,363 2,850 4,640,194 

中間連結会計期間中の変動額     

新株の発行 － － － 46,293 

剰余金の配当 － － － △118,671 

連結除外に伴う減少額 － － － △3,338 

中間純利益 － － － 1,224,854 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
1,112 1,112 △461 650 

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円） 
1,112 1,112 △461 1,149,789 

平成18年６月30日残高（千円） 7,476 7,476 2,388 5,789,983 



⑤【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

        

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

  681,520 2,082,091 2,094,303 

減価償却費   7,259 12,323 20,194 

賞与引当金の増減額   15,000 5,000 10,000 

受取利息及び受取配当金   △306 △5,173 △2,113 

支払利息   375 － 375 

持分法投資損失   － 2,173 － 

新株発行費   91 193 4,589 

有形固定資産除却損   1,857 289 2,015 

売上債権の増減額   △68,641 70,618 △142,248 

未収入金の増減額   △33,739 19,426 △3,681 

未払金の増減額   △39,702 △11,435 △27,989 

預り金の増減額   59,426 △25,293 9,947 

前受金の増減額   85,461 △160,752 224,603 

匿名組合分配損益   △16,245 △10,767 △132,619 

匿名組合損益分配額   7,818 － 88,762 

その他   △29,176 1,896 22,483 

小計   670,999 1,980,591 2,168,622 

利息及び配当金の受取額   306 2,549 2,104 

利息の支払額   △375 － △375 

匿名組合現金受取額   3,634 － 400,336 

匿名組合現金分配額   △3,510 － △379,683 

法人税等の還付額    244 61,853 244 

法人税等の支払額   △478,662 △917,362 △725,255 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  192,636 1,127,631 1,465,994 

 



    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

        

有形固定資産の 
取得による支出 

  △20,416 △6,257 △59,328 

無形固定資産の 
取得による支出 

  △104 △1,478 △8,415 

投資有価証券の 
取得による支出 

  △96,575 △598,827 △1,611,575 

投資有価証券の 
出資返還による収入 

  46,934 1,602,183 68,845 

その他の関係会社有価証券 
の取得による支出 

  － △1,188,514 － 

匿名組合出資による支出   △21,225 △238,789 △67,975 

匿名組合出資の 
出資返還による収入 

  64,571 33,329 75,779 

出資金の取得による支出   △119,798 △123,548 △201,598 

出資金の譲渡・売却等 
による収入 

  42,525 42,478 94,532 

金銭信託受益権の 
取得による支出 

  △102,300 △147,840 △377,300 

金銭信託受益権の 
出資返還による収入 

  3,144 15,125 5,619 

敷金及び保証金の 
差入による支出 

  △71,217 △18,080 △103,469 

貸付による支出   △351,200 △140,107 △722,150 

貸付金の回収による収入   351,200 136,026 719,150 

その他   9,333 3,292 17,734 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △265,127 △631,008 △2,170,150 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

        

株式の発行による収入   26,174 45,643 59,289 

配当金の支払額   － △118,671 － 

その他   △1,760 － △1,760 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  24,414 △73,027 57,529 

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
増減額 

  △48,075 423,595 △646,626 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

  2,501,024 1,854,397 2,501,024 

Ⅵ 連結除外に伴う現金及び 
現金同等物の減少額 

  － △20,845 － 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※ 2,452,949 2,257,147 1,854,397 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１ 連結の範囲に関する

事項 

(1) 連結子会社の数 ５社 

連結子会社の名称 

エス・シー・ジェイ債

権回収㈱ 

エス・シー・ジェイ・

インベストメント・マ

ネージメント㈱ 

エスシージェイ・ヴィ

ーエム㈲ 

㈲スリー・エー・イン

ベストメント 

㈲エスシージェイ・レ

ップ・ジーピー・イン

ベスター 

(1) 連結子会社の数 ４社 

連結子会社の名称 

SCJ債権回収㈱ 

SCJインベストメン

ト・マネジメント㈱ 

エスシージェイ・ヴィ

ーエム㈲ 

㈲エスシージェイ・レ

ップ・ジーピー・イン

ベスター 

 エス・シー・ジェイ

債権回収㈱及びエス・

シー・ジェイ・インベ

ストメント・マネージ

メント㈱は、平成18年

８月に、それぞれSCJ

債権回収㈱及びSCJイ

ンベストメント・マネ

ジメント㈱へと商号を

変更しております。 

なお、㈲スリー・エ

ー・インベストメント

は、重要性が低下した

ため、当中間連結会計

期間より連結の範囲か

ら除外しております。 

(1) 連結子会社の数 ５社 

連結子会社の名称 

エス・シー・ジェイ債

権回収㈱ 

エス・シー・ジェイ・

インベストメント・マ

ネージメント㈱ 

エスシージェイ・ヴィ

ーエム㈲ 

㈲スリー・エー・イン

ベストメント 

㈲エスシージェイ・レ

ップ・ジーピー・イン

ベスター 

 (2) 主要な非連結子会社名 (2) 主要な非連結子会社名 (2) 主要な非連結子会社名 

 Mountain Recovery  

FundⅠ㈲ 

エス・アール・エフ・

エー有限責任中間法人 

Mountain Recovery  

FundⅠ㈲ 

エス・アール・エフ・

エー有限責任中間法人 

エム・アール・エフ・

ツー㈲ 

J-STAR一号投資事業有

限責任組合 

SCJ-M-B投資事業有限

責任組合 

Mountain Recovery  

FundⅠ㈲ 

エス・アール・エフ・

エー有限責任中間法人 

エム・アール・エフ・

ツー㈲ 

 連結の範囲から除いた

理由 

 Mountain Recovery  

FundⅠ㈲は、主として

匿名組合契約方式によ

り債権投資事業を行っ

ている営業者であり、

当社グループに帰属す

る資産及び損益は実質 

連結の範囲から除いた

理由 

Mountain Recovery  

FundⅠ㈲及びエム・ア

ール・エフ・ツー㈲

は、主として匿名組合

契約方式により債権投

資事業を行っている営

業者であり、当社グル 

連結の範囲から除いた

理由 

  Mountain Recovery  

FundⅠ㈲及びエム・ア

ール・エフ・ツー㈲

は、主として匿名組合

契約方式により債権投

資事業を行っている営

業者であり、当社グル 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  的に僅少であるため、

中間連結財務諸表規則

第５条第１項第２号に

より連結の範囲から除

外しております。 

 その他の非連結子会

社は、小規模会社であ

り、合計の総資産、売

上高、中間純損益及び

利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれ

も中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼして

いないため連結の範囲

から除いております。 

ープに帰属する資産及

び損益は実質的に僅少

であるため、中間連結

財務諸表規則第５条第

１項第２号により連結

の範囲から除外してお

ります。 

 J-STAR一号投資事業

有限責任組合及びSCJ-

M-B投資事業有限責任

組合は、いずれも同組

合に対する支配が一時

的であるため連結の範

囲から除外しておりま

す。 

 その他の非連結子会

社は、小規模会社であ

り、合計の総資産、売

上高、中間純損益及び

利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれ

も中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼして

いないため連結の範囲

から除いております。 

ープに帰属する資産及

び損益は実質的に僅少

であるため、連結財務

諸表規則第５条第１項

第２号により連結の範

囲から除外しておりま

す。 

 その他の非連結子会

社は、小規模会社であ

り、合計の総資産、売

上高、当期純損益及び

利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれ

も連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていな

いため連結の範囲から

除いております。 

２ 持分法の適用に関す

る事項 

(1) 持分法適用の関連会社 

 該当事項はありませ

ん。 

(1) 持分法適用の関連会社 

  J-STAR㈱ 

China Real Estate Ⅰ 

Limited 

China Real Estate Ⅴ 

Limited 

   J-STAR㈱、China 

Real EstateⅠLimited 

及び China Real 

Estate Ⅴ Limited 

は、当中間連結会計期

間に新規に設立し、持

分法適用の範囲に含め

ております。 

(1) 持分法適用の関連会社 

該当事項はありませ

ん。 

  

  

(2) 持分法適用の非連結子

会社 

 該当事項はありませ

ん。 

(2) 持分法適用の非連結子

会社 

同左 

(2) 持分法適用の非連結子

会社 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  

  

(3) 持分法非適用の非連結

子会社及び関連会社の

うち主要な会社等の名

称 

Mountain Recovery  

Fund Ⅰ㈲ 

エス・アール・エフ・

エー有限責任中間法人 

(3) 持分法非適用の非連結

子会社及び関連会社の

うち主要な会社等の名

称 

Mountain Recovery  

Fund Ⅰ㈲ 

エス・アール・エフ・

エー有限責任中間法人 

エム・アール・エフ・

ツー㈲ 

J-STAR一号投資事業有

限責任組合 

SCJ-M-B投資事業有限

責任組合 

(3) 持分法非適用の非連結

子会社及び関連会社の

うち主要な会社等の名

称 

Mountain Recovery  

Fund Ⅰ㈲  

エス・アール・エフ・

エー有限責任中間法人 

エム・アール・エフ・

ツー㈲ 

  

  

持分法を適用しない理

由 

 上記の持分法非適用

会社は、中間純損益及

び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、

かつ全体としても重要

性がないため、持分法

の適用範囲から除外し

ております。 

持分法を適用しない理

由 

 J-STAR一号投資事業

有限責任組合及びSCJ-

M-B投資事業有限責任

組合は、いずれも同社

に対する持分所有が一

時的であるため持分法

の適用範囲から除外し

ております。 

 その他の持分法非適

用会社は、中間純損益

及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても

重要性がないため、持

分法の適用範囲から除

外しております。 

持分法を適用しない理

由 

 上記の持分法非適用

会社は、当期純損益及

び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、

かつ全体としても重要

性がないため、持分法

の適用範囲から除外し

ております。 

３ 連結子会社の中間決

算日(決算日)等に関

する事項 

 連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致

しております。 

同左  連結子会社の決算日は、

連結決算日と一致しており

ます。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

４ 会計処理基準に関す

る事項 

  

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

  

  

その他有価証券 

時価のないもの 

その他有価証券 

時価のないもの 

その他有価証券 

時価のないもの 

  総平均法による原価法 

（外貨建その他有価証

券は、中間連結決算日

の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差

額は評価差額として処

理しております。また

評価差額は全部資本直

入法により処理してお

ります。） 

総平均法による原価法 

（外貨建その他有価証

券は、中間連結決算日

の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差

額は評価差額として処

理しております。また

評価差額は全部純資産

直入法により処理して

おります。） 

総平均法による原価法 

（外貨建その他有価証

券は、連結決算日の直

物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は

評価差額として処理し

ております。また評価

差額は全部資本直入法

により処理しておりま

す。） 

  （匿名組合出資金は個

別法によっており、詳

細は「(7)イ 匿名組合

出資金の会計処理」に

記載しております。） 

  

（匿名組合出資金は個

別法によっており、詳

細は「(7)イ 匿名組合

出資金の会計処理」に

記載しております。） 

 (投資事業有限責任組

合及びそれに類する組

合への出資(証券取引

法第２条第２項により

有価証券とみなされる

もの)については、持

分相当額を純額で取り

込む方法によっており

ます。) 

（匿名組合出資金は個

別法によっており、詳

細は「(7)イ 匿名組合

出資金の会計処理」に

記載しております。） 

 (投資事業有限責任組

合及びそれに類する組

合への出資(証券取引

法第２条第２項により

有価証券とみなされる

もの)については、持

分相当額を純額で取り

込む方法によっており

ます。) 

  

  

  

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

 定率法によってお

ります。 

 ただし、平成10年

４月１日以降取得し

た建物(建物附属設

備は除く)について

は、定額法により償

却しております。 

 なお、主な耐用年

数は、建物15年、車

両及び運搬具６年、

工具器具及び備品４

～８年であります。 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

 定率法によってお

ります。 

 ただし、平成10年

４月１日以降取得し

た建物(建物附属設

備は除く)について

は、定額法により償

却しております。 

 なお、主な耐用年

数は、建物15年、工

具器具及び備品４～

８年であります。 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

定率法によってお

ります。 

ただし、平成10年

４月１日以降取得し

た建物(建物附属設

備は除く)について

は、定額法により償

却しております。 

なお、主な耐用年

数は、建物15年、車

両及び運搬具６年、

工具器具及び備品４

～８年であります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  

  

ロ 無形固定資産 

 定額法によってお

ります。 

 ただし、ソフトウ

ェア(自社利用分)に

ついては、社内にお

ける見込利用可能期

間(５年)に基づき定

額法により償却して

おります。 

ロ 無形固定資産 

同左 

ロ 無形固定資産 

同左 

  

  

  

(3) 重要な繰延資産の処理

方法 

イ 新株発行費 

 支出時に全額費用

処理しております。 

(3) 重要な繰延資産の処理

方法 

イ 新株発行費 

同左 

(3) 重要な繰延資産の処理

方法 

イ 新株発行費 

同左 

  

  

  

(4) 重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒

れによる損失に備え

るため、一般債権に

ついては貸倒れ実績

率により、貸倒懸念

債権等特定の債権に

ついては個別に回収

可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上

しております。 

(4) 重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

同左 

(4) 重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

同左 

  

  

ロ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支

給に備えるため、将

来の支給見込額のう

ち当中間連結会計期

間の負担額を計上し

ております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

ロ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支

給に備えるため、将

来の支給見込額のう

ち当連結会計年度の

負担額を計上してお

ります。 

  

  

(5) 中間連結財務諸表の作

成の基礎となった連結

会社の中間財務諸表の

作成に当たって採用し

た重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準 

 外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の

直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額

は損益として処理して

おります。 

(5) 中間連結財務諸表の作

成の基礎となった連結

会社の中間財務諸表の

作成に当たって採用し

た重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準 

同左 

(5) 連結財務諸表の作成の

基礎となった連結会社

の財務諸表の作成に当

たって採用した重要な

外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の

基準 

 外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  

  

(6) 重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っております。 

(6) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(6) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  

  

  

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

イ 匿名組合出資金の会

計処理 

 匿名組合へ出資を行

うに際して、匿名組合

財産の持分相当額を

「投資有価証券」とし

て計上しております。 

 匿名組合への出資時

に「投資有価証券」を

計上し、匿名組合が獲

得した純損益の持分相

当額については「売上

高」に計上するととも

に同額を「投資有価証

券」に加減し、投資先

の営業者からの出資金

の払い戻しについて

は、「投資有価証券」

を減額させておりま

す。 

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

イ 匿名組合出資金の会

計処理 

匿名組合へ出資を行

うに際して、匿名組合

財産の持分相当額を

「投資有価証券」とし

て計上しております。

連結会社の出資する

匿名組合が獲得した純

損益の持分相当額につ

いては、「売上高」に

計上するとともに同額

を「投資有価証券」に

加減し、投資先の営業

者からの出資金の払い

戻しについては、「投

資有価証券」を減額さ

せております。 

(7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  

イ 匿名組合出資金の会

計処理 

同左 

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  

  

ロ 匿名組合出資預り金

の会計処理 

 匿名組合の営業者と

しての業務を受託して

おります。匿名組合の

財産は営業者に帰属す

るため、匿名組合の財

産及び損益は、中間連

結財務諸表に含め、総

額にて表示しておりま

す。 

 匿名組合出資者から

の出資金受入時に「匿

名組合出資預り金」を

計上し、匿名組合が獲

得した純損益の出資者

持分相当額について

は、「匿名組合損益分

配額」に計上するとと

もに同額を「匿名組合

出資預り金」に加減

し、出資金の払い戻し

については「匿名組合

出資預り金」を減額さ

せております。 

ロ   ―――― ロ 匿名組合出資預り金

の会計処理 

 匿名組合の営業者と

しての業務を受託して

おります。匿名組合の

財産は営業者に帰属す

るため、匿名組合の財

産及び損益は、連結財

務諸表に含め、総額に

て表示しております。 

 匿名組合出資者から

の出資金受入時に「匿

名組合出資預り金」を

計上し、匿名組合が獲

得した純損益の出資者

持分相当額について

は、「匿名組合損益分

配額」に計上するとと

もに同額を「匿名組合

出資預り金」に加減

し、出資金の払い戻し

については「匿名組合

出資預り金」を減額さ

せております。 

  

  

ハ 消費税等の会計処理 

 税抜方式により処

理しております。 

ハ 消費税等の会計処理 

同左 

ハ 消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書(連

結キャッシュ・フロ

ー計算書)における資

金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。 

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 



会計処理の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 従来、共同投資による収益は営業

外収益に計上しておりましたが、当

中間連結会計期間より売上高に含め

て計上しております。この変更は、

新たなファンドの組成等による共同

投資の増加により、共同投資を主た

る業務活動の一環として位置づけ、

損益区分において営業活動の成果を

より適正に表示するために行ったも

のであります。 

 この結果、従来と同一の方法によ

った場合と比較して、売上高及び営

業利益はそれぞれ40,551千円増加

し、営業外収益は同額減少しました

が、経常利益、匿名組合損益分配前

税金等調整前中間純利益及び税金等

調整前中間純利益に与える影響はあ

りません。 

――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 従来、共同投資による収益は営業

外収益に計上しておりましたが、当

連結会計年度より売上高に含めて計

上しております。この変更は、新た

なファンドの組成等による共同投資

の増加により、共同投資を主たる業

務活動の一環として位置づけ、損益

区分において営業活動の成果をより

適正に表示するために行ったもので

あります。 

 この結果、従来と同一の方法によ

った場合と比較して、売上高及び営

業利益はそれぞれ169,517千円増加

し、営業外収益は同額減少しました

が、経常利益、匿名組合損益分配前

税金等調整前当期純利益及び税金等

調整前当期純利益に与える影響はあ

りません。 

―――― (固定資産の減損に係る会計基準)  

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)を

適用しております。 

 これによる当中間連結会計期間の

損益に与える影響はありません。 

―――― 

――――  (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)  

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５号 平

成17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日)を適用

しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は5,787,594千円であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。  

―――― 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）により、証券取引法第２条第２項において、

一定の匿名組合契約上の権利を証券取引法上の有価証券

とみなすこととされたことに伴い、前中間連結会計期間

まで「匿名組合出資金」として表示していたみなし有価

証券（前中間連結会計期間301,090千円）を当中間連結会

計期間より投資その他の資産「投資有価証券」として表

示しております。この変更により、投資有価証券は

356,924千円増加しております。 

（中間連結貸借対照表） 

 「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律」（平成17年法律第87号）第２条第２項により、旧有

限会社法に規定する有限会社に対する出資持分が有価証

券とみなされることとなったため、前中間連結会計期間

まで投資その他の資産の「その他」として表示していた

有限会社に対する出資持分（前中間連結会計期間44,100

千円）を、当中間連結会計期間より投資その他の資産の

「投資有価証券」として表示しております。この変更に

より、投資有価証券は94,200千円増加しております。 

（中間連結損益計算書） 

 「為替差益」は営業外収益の総額の100分の10を超えた

ため、区分掲記することとしました。なお、前中間連結

会計期間は営業外収益の「その他」に526千円含まれてお

ります。 

  

―――― 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「前受金の増減額」（前中間連結会計期間6,921千円）

は、金額的重要性が増したため、当中間連結会計期間よ

り区分掲記しております。 

 前中間連結会計期間において投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「敷金及び保証金の差入による支出」（前中間連結会計

期間△19,662千円）は、金額的重要性が増したため、当

中間連結会計期間より区分掲記しております。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律」（平成17年法律第87号）第２条第２項により、旧有

限会社法に規定する有限会社に対する出資持分が有価証

券とみなされることとなったため、前中間連結会計期間

まで投資活動によるキャッシュ・フローの「出資金の取

得による支出」及び「出資金の譲渡・売却等による収

入」に含めて表示しておりました有限会社に対する出資

金の取得及び譲渡・売却等を、当中間連結会計期間より

それぞれ「投資有価証券の取得による支出」及び「投資

有価証券の出資返還による収入」として表示しておりま

す。 

 なお、当中間連結会計期間の「投資有価証券の取得に

よる支出」に含めた有限会社に対する出資持分の取得額

は45,000千円であり、「投資有価証券の出資返還による

収入」に含めた有限会社に対する出資持分の譲渡・売却

額は40,500千円であります。 

  



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間より

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が7,243千円増加し、営業利益、経常

利益、匿名組合損益分配前税金等調

整前中間純利益及び税金等調整前中

間純利益が同額減少しております。 

―――  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計期間より「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が17,748千円増加し、営業利益、経

常利益、匿名組合損益分配前税金等

調整前純利益及び税金等調整前純利

益が同額減少しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年12月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

45,757千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

63,413千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

55,160千円 

 ２ 当社グループ(当社及び連結子

会社)は、運転資金の効率的な調

達を行うため主要取引金融機関

と当座貸越契約を締結しており

ます。 

 ２ 当社グループ(当社及び連結子

会社)は、運転資金の効率的な調

達を行うため主要取引金融機関

と当座貸越契約を締結しており

ます。 

 ２ 当社グループ(当社及び連結子

会社)は、運転資金の効率的な調

達を行うため主要取引金融機関

と当座貸越契約を締結しており

ます。 

当座貸越限度額 1,000,000千円

貸出実行残高 －千円

当座貸越限度額 1,300,000千円

貸出実行残高 －千円

当座貸越限度額 1,300,000千円

貸出実行残高 －千円

 ３ 不動産売買契約に伴う偶発債

務は、以下のとおりでありま

す。 

 ３ 不動産売買契約に伴う偶発債

務は、以下のとおりでありま

す。 

 ３ 不動産売買契約に伴う偶発債

務は、以下のとおりでありま

す。 

違約金支払義務 255,000千円 違約金支払義務 255,000千円 違約金支払義務 255,000千円

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は以下のと

おりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は以下のと

おりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は以下のと

おりであります。 

役員報酬 76,064千円

給与手当 370,770千円

賞与 88,010千円

賞与引当金 

繰入額 
30,000千円

顧問料 27,223千円

地代家賃 61,426千円

役員報酬 77,450千円

給与手当 496,685千円

賞与 157,590千円

賞与引当金 

繰入額 
30,000千円

顧問料 30,870千円

地代家賃 84,993千円

役員報酬 153,514千円

給与手当 813,294千円

賞与 312,110千円

賞与引当金 

繰入額 
25,000千円

顧問料 54,747千円

地代家賃 143,284千円

※２ 固定資産売却益の内容 ※２     ――― ※２ 固定資産売却益の内容 

車両及び運搬具 159千円   車両及び運搬具 159千円 

※３ 固定資産除却損の内容 ※３ 固定資産除却損の内容 ※３ 固定資産除却損の内容 

工具器具 

及び備品 
1,857千円

工具器具 

及び備品 
289千円

工具器具 

及び備品 
2,015千円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  (注) 普通株式の発行済株式の増加2,403株は、ストックオプションの権利行使による増加であります。 

  

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  (注) １ 当中間連結会計期間の減少は、新株予約権の行使及び失効によるものです。 

    ２ 当中間連結会計期間の減少は、新株予約権の行使によるものです。 

    ３ 当中間連結会計期間の減少は、新株予約権の失効によるものです。  

    ４ 当中間連結会計期間の増加は、新株予約権の発行によるものです。 

  

  ３．配当に関する事項 

    配当金支払額 

  
前連結会計年度末 

 株式数 

当中間連結会計 

期間株式増加数 

当中間連結会計 

期間株式減少数 

当中間連結会計 

期間末株式数  

 発行済株式 

  普通株式 (株)（注） 
118,679.85 2,403 － 121,082.85 

 自己株式 

  普通株式 (株) 
8.85 － － 8.85 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
当中間連結

会計期間末

残高(千円)

前連結会計

年度末 

当中間連結

会計期間増

加数  

当中間連結

会計期間減

少数  

当中間連結

会計期間末 

 提出会社 

 第１回新株予約権  (注)１ 普通株式 10,476 － 1,296 9,180 1,752 

 第２回新株予約権  (注)２ 普通株式 324 － 216 108 21 

 第３回新株予約権  (注)２ 普通株式 4,131 － 918 3,213 613 

 第４回新株予約権 普通株式 6,750 － － 6,750 － 

 第５回新株予約権 普通株式 600 － － 600 － 

 第６回新株予約権 普通株式 1,797 － － 1,797 － 

 第７回新株予約権  (注)３ 普通株式 2,310 － 555 1,755 － 

 第８回新株予約権  (注)４ 普通株式 － 1,290 － 1,290 － 

 第９回新株予約権  (注)４ 普通株式 － 1,100 － 1,100 － 

 合計 － 26,388 2,390 2,985 25,793 2,388 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

 (千円) 

１株当たり配当金

(円)  
基準日 効力発生日 

 平成18年３月30日 

 定時株主総会決議 
普通株式 118,671 1,000  平成17年12月31日  平成18年３月31日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

現金及び預金 2,452,949千円

現金及び 

現金同等物 
2,452,949千円

現金及び預金 2,257,147千円

現金及び 

現金同等物 
2,257,147千円

現金及び預金 1,854,397千円

現金及び 

現金同等物 
1,854,397千円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末(平成17年６月30日) 

時価評価されていない主な有価証券 

当中間連結会計期間末(平成18年６月30日) 

時価評価されていない主な有価証券 

前連結会計年度末(平成17年12月31日) 

時価評価されていない主な有価証券 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース取引は重要性が低いため注

記を省略しております。 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

同左 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

同左 

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

非上場外国証券 176,677 

金銭信託受益権 259,755 

匿名組合出資 356,924 

合 計 793,357 

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式 196,026 

非上場外国証券 573,659 

金銭信託受益権 664,994 

匿名組合出資 748,269 

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合

への出資 
747,118 

合 計 2,930,068 

その他有価証券 連結貸借対照表計上額(千円) 

非上場外国証券 167,127 

金銭信託受益権 532,280 

匿名組合出資 88,026 

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合

への出資 
1,528,024 

合 計 2,315,459 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間(自平成17年１月１日 至平成17年６月30日) 

当社グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間(自平成18年１月１日 至平成18年６月30日) 

当社グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前連結会計年度(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日) 

当社グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

     当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

    １ ストック・オプションの内容及び規模 

     当中間連結会計期間において付与したストック・オプションは、以下のとおりであります。 

     (注)１. 株式数に換算して記載しております。  

       ２. 新株予約権付与者の相続人による新株予約権の行使は認められません。その他の条件については、

当社と新株予約権付与者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めております。 

       ３. 会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、中間連結財務諸表への影響は

ありません。 

     (注)１. 株式数に換算して記載しております。  

       ２. 新株予約権付与者の相続人による新株予約権の行使は認められません。その他の条件については、

当社と新株予約権付与者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めております。 

       ３. 会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、中間連結財務諸表への影響は

ありません。 

  

    ２ 中間連結財務諸表への影響額 

会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、中間連結財務諸表への影響はありません。 

  第８回新株予約権 

 付与対象者の区分及び人数  従業員６名 

 ストックオプションの付与数 (注)１ 普通株式 1,290株  

 付与日  平成18年３月１日 

 権利確定条件 (注)２  権利確定条件は付されておりません。 

 対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。 

 権利行使期間  平成19年３月30日から平成23年９月30日まで 

 権利行使価格  １株につき485,205円 

 公正な評価単価（付与日） (注)３  － 

  第９回新株予約権 

 付与対象者の区分及び人数  従業員４名 

 ストックオプションの付与数 (注)１ 普通株式 1,100株  

 付与日  平成18年４月28日 

 権利確定条件 (注)２  権利確定条件は付されておりません。 

 対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。 

 権利行使期間  平成20年３月31日から平成24年９月30日まで 

 権利行使価格  １株につき459,948円 

 公正な評価単価（付与日） (注)３  － 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

 （注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な業務内容 

(1) 不動産投資・アセットマネージメント事業……不動産ファンドの組成及び管理事業 

(2) 債権投資・管理回収事業……債権ファンドの組成及び債権の管理回収 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は103,791千円であり、その主なも

のは、当社の管理部門にかかる費用であります。 

４ 従来、共同投資による収益は営業外収益に計上しておりましたが、当中間連結会計期間より売上高として計

上しております。この変更は、新たなファンドの組成等による共同投資の増加により、共同投資を主たる業

務活動の一環として位置づけ、損益区分において営業活動の成果を明確に表示するために行ったものであり

ます。 

この結果、従来と同一の方法によった場合と比較して、不動産投資・アセットマネージメント事業における

売上高及び営業利益はそれぞれ17,546千円増加し、債権投資・管理回収事業における売上高及び営業利益は

それぞれ23,005千円増加しております。 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

 （注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な業務内容 

(1) 不動産投資・アセットマネジメント事業……不動産ファンドの組成及び管理事業 

(2) 債権投資・管理回収事業……債権ファンドの組成及び債権の管理回収 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は163,536千円であり、その主なも

のは、当社の管理部門にかかる費用であります。 

  

不動産投資・
アセット 
マネージ 
メント事業 
(千円) 

債権投資・ 
管理回収事業
(千円) 

計(千円) 
消去又は 
全社(千円) 

連結(千円) 

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高 735,629 927,425 1,663,055 ― 1,663,055 

(2) セグメント間の内部売上高又は

振替高 
― ― ― ― ― 

計 735,629 927,425 1,663,055 ― 1,663,055 

営業費用 518,405 353,816 872,222 103,791 976,013 

営業利益 217,223 573,609 790,833 (103,791) 687,041 

  

不動産投資・
アセット 
マネジ 
メント事業 
(千円) 

債権投資・ 
管理回収事業
(千円) 

計(千円) 
消去又は 
全社(千円) 

連結(千円) 

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高 1,034,736 2,327,549 3,362,285 ― 3,362,285 

(2) セグメント間の内部売上高又は

振替高 
― ― ― ― ― 

計 1,034,736 2,327,549 3,362,285 ― 3,362,285 

営業費用 691,337 423,683 1,115,021 163,536 1,278,557 

営業利益 343,398 1,903,865 2,247,263 (163,536) 2,083,727 



前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

 （注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な業務内容 

(1) 不動産投資・アセットマネージメント事業……不動産ファンドの組成及び管理事業 

(2) 債権投資・管理回収事業……債権ファンドの組成及び債権の管理回収 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は237,873千円であり、その主なも

のは、当社の管理部門にかかる費用であります。 

４ 従来、共同投資による収益は営業外収益に計上しておりましたが、当連結会計年度より売上高として計上し

ております。この変更は、新たなファンドの組成等による共同投資の増加により、共同投資を主たる業務活

動の一環として位置づけ、損益区分において営業活動の成果を明確に表示するために行ったものでありま

す。 

  この結果、従来と同一の方法によった場合と比較して、不動産投資・アセットマネージメント事業における

売上高及び営業利益はそれぞれ126,184千円増加し、債権投資・管理回収事業における売上高及び営業利益

はそれぞれ43,333千円増加しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店が無いため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店が無いため、該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店が無いため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

前中間連結会計期間において海外売上高が無いため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間において海外売上高が無いため、該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

前連結会計年度において海外売上高が無いため、該当事項はありません。 

  

不動産投資・
アセット 
マネージ 
メント事業 
(千円) 

債権投資・ 
管理回収事業
(千円) 

計(千円) 
消去又は 
全社(千円) 

連結(千円) 

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高 1,922,469 2,458,408 4,380,878 － 4,380,878 

(2) セグメント間の内部売上高又は

振替高 
－ － － － － 

計 1,922,469 2,458,408 4,380,878 － 4,380,878 

営業費用 1,182,733 784,089 1,966,822 237,873 2,204,695 

営業利益 739,736 1,674,319 2,414,055 (237,873) 2,176,182 



（１株当たり情報） 

 （注）１. １株当たり純資産額の算定上の基礎 

    ２. １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

    ３. 株式分割について 

      当社は、平成17年８月19日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前中間連結会計期間の１株当たり情報については、以下

のとおりであります。 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり純資産額 96,793円22銭 47,802円13銭 39,077円31銭 

１株当たり 

中間(当期)純利益 
10,138円42銭 10,240円42銭 10,433円81銭 

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益 
8,490円43銭 8,685円88銭 8,787円49銭 

  
前中間連結会計期間  
自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

当中間連結会計期間  
自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日 

前連結会計年度  
自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日 

純資産の部の合計額 ― 5,789,983千円 ― 

純資産の部の合計額から控除する金額  ― 2,388千円   ― 

 （うち新株予約権） (―) (2,388千円) (―) 

普通株式に係る中間期末（期末）の

純資産額 
― 5,787,594千円 ― 

中間期末（期末）の普通株式の数   ― 121,074株   ― 

  
前中間連結会計期間 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日 

中間（当期）純利益 392,778千円 1,224,854千円 1,222,429千円 

普通株主に帰属しない金額 ― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益 392,778千円 1,224,854千円 1,222,429千円 

普通株式の期中平均株式数 38,742株 119,610株 117,160株 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた当期純

利益調整額の主要な内訳 

― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた普通株

式増加数の主要な内訳 

新株予約権 7,520株 新株予約権 21,407株 新株予約権 21,950株

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含まれなかった潜在株式の概

要 

平成17年３月30日 

定時株主総会特別決議 

新株予約権 200株 

平成17年３月30日 

定時株主総会特別決議 

新株予約権 1,290株 

平成18年３月30日  

定時株主総会特別決議 

新株予約権 1,100株 

 平成17年３月30日 

 定時株主総会特別決議

新株予約権 600株 

１株当たり純資産額  32,264円41銭 

 １株当たり中間純利益   3,379円47銭 

 潜在株式調整後１株当たり中間純利益   2,830円14銭 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

（株式分割） ――――  （新株予約権の付与） 

 平成17年５月26日開催の取締役会

において株式分割による新株式の発

行を行う旨の決議をしております。 

 当該株式分割の内容は、下記のと

おりであります。 

 １ 平成17年８月19日付をもって

平成17年６月30日最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載又は

記録された株主並びに端株原簿

に記載又は記録された端株主の

所有株式を１株につき３株の割

合をもって分割する。 

 ２ 分割により増加する株式の種

類及び数 

    普通株式 77,805.9株 

 ３ 配当起算日 

    平成17年７月１日 

  

 前期首に当該株式分割が行われた

と仮定した場合における（１株当た

り情報）の各数値はそれぞれ以下の

とおりであります。 

  

前中間連結 
会計期間 

当中間連結 
会計期間 

前連結会計 
年度 

１株当たり 
純資産額 

１株当たり 
純資産額 

１株当たり 
純資産額 

14,322円61銭 32,264円41銭 28,962円43銭 

１株当たり 
中間純利益 

１株当たり 
中間純利益 

１株当たり 
当期純利益 

2,099円56銭 3,379円47銭 6,184円00銭 

潜在株式調
整後１株当
たり中間純
利益 

潜在株式調
整後１株当
たり中間純
利益 

潜在株式調
整後１株当
たり当期純
利益 

1,641円16銭 2,830円14銭 4,915円13銭 

  

  

 平成18年３月30日開催の定時株主

総会において、商法第280条ノ20及び

商法第280条ノ21の規定に基づき、ス

トックオプションとして新株予約権

を発行することを決議いたしまし

た。発行予定の新株予約権の概要は

以下のとおりであります。 

  １ 新株予約権の目的たる株式の

種類及び数 

当社普通株式3,000株を上限

とする。 

  ２ 発行する新株予約権の総数 

3,000個を上限とする。 

  ３ 新株予約権の発行価額 

無償とする。 

  ４ 新株予約権行使時の払込金額 

１株あたりの払込金額は、

新株予約権発行日の属する月

の前月の各日（取引が成立し

ない日を除く。）の東京証券

取引所における当社普通株式

の終値（以下「終値」とい

う。）の平均値に1.05を乗じ

た金額とし、１円未満の端数

は切り上げる。但し、当該金

額が新株予約権発行日の前営

業日（当日に取引がない場合

は、その日に先立つ直近日）

の終値を下回る場合は、当該

終値とする。 

  ５ 新株予約権を行使することが

できる期間 

平成18年10月１日から平成

24年９月30日までの期間で、

取締役会の決議で定める期間

とする。 

  ６ 新株予約権の行使の条件 

①対象者の相続人による新株

予約権の行使は認められな

い。 

②その他の条件は、取締役会

決議により決定する。 

  ７ 新株予約権の譲渡制限 

新株予約権の譲渡について

は、取締役会の承認を要す

る。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     1,414,260 706,919   452,135 

２ 売掛金     322,617 58,936   128,890 

３ 未収入金     185,803 133,811   149,113 

４ 繰延税金資産     23,280 23,927   22,716 

５ その他     97,739 216,897   93,181 

流動資産合計     2,043,701 62.2 1,140,492 23.7   846,038 21.2

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1) 建物 ※１   33,242 43,411   46,595 

(2) 工具器具及び備
品 

※１   24,272 35,712   38,805 

有形固定資産合計     57,514 1.8 79,123 1.6   85,401 2.1

２ 無形固定資産     2,117 0.1 9,762 0.2   9,551 0.2

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券     412,983 1,504,986   2,212,469 

(2) 関係会社株式     490,197 604,397   490,197 

(3) その他の関係会
社有価証券 

    ― 1,183,557   ― 

(4) 敷金及び保証金     194,158 217,988   215,410 

(5) その他     84,466 75,766   131,966 

投資その他の資産
合計 

    1,181,805 35.9 3,586,696 74.5   3,050,043 76.5

固定資産合計     1,241,437 37.8 3,675,581 76.3   3,144,996 78.8

資産合計     3,285,138 100.0 4,816,074 100.0   3,991,034 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 未払金     173,378 73,731   91,275 

２ 未払法人税等     23,468 24,504   26,459 

３ 前受金     ― 407,415   675,758 

４ 賞与引当金     30,000 30,000   25,000 

５ その他     36,589 99,183   47,085 

流動負債合計     263,436 8.0 634,835 13.2   865,579 21.7

Ⅱ 固定負債           

１ 繰延税金負債     899 4,878   4,036 

固定負債合計     899 0.0 4,878 0.1   4,036 0.1

負債合計     264,335 8.0 639,714 13.3   869,616 21.8

            

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     1,154,026 35.1 ― ―   1,173,200 29.3

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金     1,122,894 ―   1,141,691 

資本剰余金合計     1,122,894 34.2 ― ―   1,141,691 28.6

Ⅲ 利益剰余金           

１ 中間(当期)未処分
利益 

    747,444 ―   805,624 

利益剰余金合計     747,444 22.8 ― ―   805,624 20.2

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    1,898 0.1 ― ―   6,363 0.2

Ⅴ 自己株式     △5,461 △0.2 ― ―   △5,461 △0.1

資本合計     3,020,802 92.0 ― ―   3,121,418 78.2

負債及び資本合計     3,285,138 100.0 ― ―   3,991,034 100.0 

            
            

 



    
前中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本             

１ 資本金     ― ― 1,196,576 24.8   ― ―

 ２ 資本剰余金             

  (1) 資本準備金   ―     1,164,609 ―   

資本剰余金合計     ― ― 1,164,609 24.2   ― ―

 ３ 利益剰余金             

  (1) その他利益剰余金             

    繰越利益剰余金   ―     1,810,770 ―   

利益剰余金合計     ― ― 1,810,770 37.6   ― ―

 ４ 自己株式     ― ― △5,461 △0.1   ― ―

 株主資本合計     ― ― 4,166,494 86.5   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評
価差額金 

    ― ― 7,476 0.2   ― ―

評価・換算差額等
合計 

    ― ― 7,476 0.2   ― ―

Ⅲ 新株予約権     ― ― 2,388 0.0   ― ―

純資産合計     ― ― 4,176,360 86.7   ― ―

負債純資産合計     ― ― 4,816,074 100.0   ― ― 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     1,078,112 100.0 1,294,519 100.0   2,348,624 100.0 

Ⅱ 販売費及び一般管
理費 

※１   972,529 90.2 1,181,318 91.3   2,133,309 90.8

営業利益     105,582 9.8 113,201 8.7   215,315 9.2

Ⅲ 営業外収益 ※２   480,601 44.6 1,066,739 82.4   482,482 20.5

Ⅳ 営業外費用 ※３   1,906 0.2 193 0.0   6,613 0.3

経常利益     584,277 54.2 1,179,746 91.1   691,184 29.4

Ⅴ 特別利益 ※４   159 0.0 ― ―   159 0.0

Ⅵ 特別損失 ※５   2,427 0.2 289 0.0   2,585 0.1

税引前中間(当
期)純利益 

    582,009 54.0 1,179,456 91.1   688,758 29.3

法人税、住民税
及び事業税 

  56,783   56,796 104,692   

法人税等調整額   △5,604 51,179 4.7 △1,156 55,639 4.3 △4,943 99,749 4.2

中間(当期)純利
益 

    530,829 49.2 1,123,816 86.8   589,009 25.1

前期繰越利益     216,615 ―   216,615 

中間(当期)未処
分利益 

    747,444 ―   805,624 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 

資本剰余金合
計 

その他利益剰
余金 

利益剰余金合
計 

繰越利益剰余
金 

平成17年12月31日残高（千円） 1,173,200 1,141,691 1,141,691 805,624 805,624 △5,461 3,115,054 

中間会計期間中の変動額        

新株の発行 23,376 22,917 22,917 － － － 46,293 

剰余金の配当 － － － △118,671 △118,671 － △118,671 

中間純利益 － － － 1,123,816 1,123,816 － 1,123,816 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

－ － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計

（千円） 
23,376 22,917 22,917 1,005,145 1,005,145 － 1,051,439 

平成18年６月30日残高（千円） 1,196,576 1,164,609 1,164,609 1,810,770 1,810,770 △5,461 4,166,494 

 

評価・換算差
額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

平成17年12月31日残高（千円） 6,363 2,850 3,124,269 

中間会計期間中の変動額    

新株の発行 － － 46,293 

剰余金の配当 － － △118,671 

中間純利益 － － 1,123,816 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

1,112 △461 650 

中間会計期間中の変動額合計

（千円） 
1,112 △461 1,052,090 

平成18年６月30日残高（千円） 7,476 2,388 4,176,360 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 資産の評価基準及び

評価方法 

  

有価証券 

(1) 子会社株式 

総平均法による原価法 

有価証券 

(1) 子会社株式 

同左 

有価証券 

(1) 子会社株式 

同左 

  

  

  

  

(2) その他有価証券 

時価のないもの 

総平均法による原価法 

 (外貨建その他有価証券

は、中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は評価差額

として処理しておりま

す。また評価差額は全部

資本直入法により処理し

ております。) 

 (匿名組合出資金は個別

法によっており、詳細は

「７(1) 匿名組合出資金

の会計処理」に記載して

おります。) 

  

(2) その他有価証券 

時価のないもの 

総平均法による原価法 

 (外貨建その他有価証券

は、中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は評価差額

として処理しておりま

す。また評価差額は全部

純資産直入法により処理

しております。) 

 (匿名組合出資金は個別

法によっており、詳細は

「７(1) 匿名組合出資金

の会計処理」に記載して

おります。) 

 (投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合へ

の出資(証券取引法第２条

第２項により有価証券と

みなされるもの)について

は、持分相当額を純額で

取り込む方法によってお

ります。) 

(2) その他有価証券 

時価のないもの 

総平均法による原価法 

 (外貨建その他有価証券

は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は評価差額とし

て処理しております。ま

た評価差額は全部資本直

入法により処理しており

ます。) 

 (匿名組合出資金は個別

法によっており、詳細は

「７(1) 匿名組合出資金

の会計処理」に記載して

おります。) 

 (投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合へ

の出資(証券取引法第２条

第２項により有価証券と

みなされるもの)について

は、持分相当額を純額で

取り込む方法によってお

ります。) 

２ 固定資産の減価償却

の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっておりま

す。 

ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物(建

物附属設備は除く)につい

ては、定額法により償却

しております。 

 なお、主な耐用年数

は、建物15年、車両及び

運搬具６年、工具器具及

び備品４～８年でありま

す。 

(1) 有形固定資産 

定率法によっておりま

す。 

ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物(建

物附属設備は除く)につい

ては、定額法により償却

しております。 

なお、主な耐用年数

は、建物15年、工具器具

及び備品４～８年であり

ます。 

(1) 有形固定資産 

定率法によっておりま

す。 

ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物(建

物附属設備は除く)につい

ては、定額法により償却

しております。 

なお、主な耐用年数

は、建物15年、車両及び

運搬具６年、工具器具及

び備品４～８年でありま

す。 

  

  

(2) 無形固定資産 

 定額法によっておりま

す。 

 ただし、ソフトウェア

(自社利用分)について

は、社内における見込利

用可能期間(５年)に基づ

き定額法により償却して

おります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

３ 繰延資産の処理方法 

  

新株発行費 

 支出時に全額費用処理し

ております。 

新株発行費 

同左 

新株発行費 

同左 

４ 引当金の計上基準 

  

(1) 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れに

よる損失に備えるため、

一般債権については貸倒

れ実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  

  

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に

備えるため、将来の支給

見込額のうち当中間期の

負担額を計上しておりま

す。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に

備えるため、将来の支給

見込額のうち当期の負担

額を計上しております。 

５ 外貨建の資産及び負

債の本邦通貨への換

算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

同左  外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 

６ リース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

７ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のた

めの重要な事項 

(1) 匿名組合出資金の会計

処理 

 匿名組合へ出資を行う

に際して、匿名組合財産

の持分相当額を「投資有

価証券」として計上して

おります。 

 匿名組合への出資時に

「投資有価証券」を計上

し、匿名組合が獲得した

純損益の持分相当額につ

いては「売上高」に計上

するとともに同額を「投

資有価証券」に加減し、

投資先の営業者からの出

資金の払い戻しについて

は、「投資有価証券」を

減額させております。 

(1) 匿名組合出資金の会計

処理 

同左 

  

(1) 匿名組合出資金の会計

処理 

同左 

  

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

  

  

(2) 消費税等の会計処理 

 税抜方式により処理し

ております。 

 なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は相殺の

うえ、流動負債のその他

に含めて表示しておりま

す。 

(2) 消費税等の会計処理 

同左 

(2) 消費税等の会計処理 

 税抜方式により処理し

ております。 



会計処理の変更 

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 従来、共同投資による収益は営業

外収益に計上しておりましたが、当

中間会計期間より売上高に含めて計

上しております。この変更は、新た

なファンドの組成等による共同投資

の増加により、共同投資を主たる業

務活動の一環として位置づけ、損益

区分において営業活動の成果をより

適正に表示するために行ったもので

あります。 

 この結果、従来と同一の方法によ

った場合と比較して、売上高及び営

業利益はそれぞれ31,766千円増加

し、営業外収益は同額減少しました

が、経常利益及び税引前中間純利益

に与える影響はありません。 

―――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――― 

―――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第６号)を適用して

おります。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日)を適用して

おります。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は4,173,971千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

 従来、共同投資による収益は営業

外収益に計上しておりましたが、当

事業年度より売上高に含めて計上し

ております。この変更は、新たなフ

ァンドの組成等による共同投資の増

加により、共同投資を主たる業務活

動の一環として位置づけ、損益区分

において営業活動の成果をより適正

に表示するために行ったものであり

ます。 

 この結果、従来と同一の方法によ

った場合と比較して、売上高及び営

業利益はそれぞれ55,657千円増加

し、営業外収益は同額減少しました

が、経常利益及び税引前当期純利益

に与える影響はありません。 

―――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――― 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

  

────── 

（中間貸借対照表） 

 「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律」（平成17年法律第87号）第２条第２項により、旧有

限会社法に規定する有限会社に対する出資持分が有価証

券とみなされることとなったため、前中間会計期間まで

投資その他の資産の「その他」として表示していた有限

会社に対する出資持分（前中間会計期間59,100千円）

を、当中間会計期間より投資その他の資産の「関係会社

株式」として表示しております。 

  

  

 この変更により、関係会社株式は94,200千円増加して

おります。 

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間より「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が4,240千円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が同額減

少しております。 

――――   「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度より「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が8,847千円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が同額減

少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自 平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

前中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年６月30日) 

前事業年度末 
(平成17年12月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  45,757千円   63,413千円   55,160千円

 ２ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため主要取引金融機

関と当座貸越契約を締結してお

ります。 

 ２ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため主要取引金融機

関と当座貸越契約を締結してお

ります。 

 ２ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため主要取引金融機

関と当座貸越契約を締結してお

ります。 

当座貸越限度額 1,000,000千円

貸出実行残高 －千円

当座貸越限度額 1,300,000千円

貸出実行残高 －千円

当座貸越限度額 1,300,000千円

貸出実行残高 －千円

 ３ 不動産売買契約に伴う偶発債

務は、以下のとおりでありま

す。 

 ３ 不動産売買契約に伴う偶発債

務は、以下のとおりでありま

す。 

 ３ 不動産売買契約に伴う偶発債

務は、以下のとおりでありま

す。 

違約金支払義務 255,000千円 違約金支払義務 255,000千円 違約金支払義務 255,000千円

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ 減価償却実施額  

有形固定資産 6,910千円

無形固定資産 349千円

※１ 減価償却実施額  

有形固定資産 11,055千円

無形固定資産 1,267千円

※１ 減価償却実施額  

有形固定資産 18,967千円

無形固定資産 1,226千円

※２ 営業外収益の主要項目 

受取利息 303千円

受取配当金 480,000千円

※２ 営業外収益の主要項目 

受取利息 144千円

受取配当金 1,065,000千円

為替差益 682千円

※２ 営業外収益の主要項目 

受取利息 2,097千円

受取配当金 480,000千円

※３ 営業外費用の主要項目 

支払利息 375千円

為替差損 1,439千円

※３ 営業外費用の主要項目 

新株発行費 193千円

※３ 営業外費用の主要項目 

支払利息 375千円

新株発行費 4,589千円

為替差損 1,648千円

※４ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益 159千円

※４     ―――― ※４ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益 159千円

※５ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 1,857千円

関係会社出資金

売却損 
569千円

※５ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 289千円

※５ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 2,015千円

関係会社出資金

売却損 
569千円

  
前事業年度末 

 株式数 

当中間会計期間 

株式増加数 

当中間会計期間 

株式減少数 

当中間会計期間末 

株式数  

 普通株式 (株) 8.85 － － 8.85 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間(自平成17年１月１日 至平成17年６月30日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当中間会計期間(自平成18年１月１日 至平成18年６月30日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記 

 リース取引は重要性が低いため注

記を省略しております。 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記 

同左 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記 

同左 



（１株当たり情報） 

 （注）１. １株当たり純資産額の算定上の基礎 

    ２. １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

    ３. 株式分割について 

      当社は、平成17年８月19日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前中間会計期間の１株当たり情報については、以下のと

おりであります。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり純資産額 77,655円60銭 34,474円55銭 26,303円13銭 

１株当たり 

中間(当期)純利益 
13,701円79銭 9,395円70銭 5,027円37銭 

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益 
11,474円58銭 7,969円39銭 4,234円12銭 

  
前中間会計期間  

自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

当中間会計期間  
自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日 

前事業年度  
自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日 

純資産の部の合計額 ― 4,176,360千円 ― 

純資産の部の合計額から控除する金額  ― 2,388千円   ― 

 （うち新株予約権） (―) (2,388千円) (―) 

普通株式に係る中間期末（期末）の

純資産額 
― 4,173,971千円 ― 

中間期末（期末）の普通株式の数   ― 121,074株   ― 

  
前中間会計期間 

自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日 

当中間会計期間 
自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日 

前事業年度 
自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日 

中間（当期）純利益 530,829千円 1,123,816千円 589,009千円 

普通株主に帰属しない金額 ― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益 530,829千円 1,123,816千円 589,009千円 

普通株式の期中平均株式数 38,742株 119,610株 117,160株 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた当期純

利益調整額の主要な内訳 

― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた普通株

式増加数の主要な内訳 

新株予約権 7,520株 新株予約権 21,407株 新株予約権 21,950株

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含まれなかった潜在株式の概

要 

平成17年３月30日 

定時株主総会特別決議 

新株予約権 200株 

平成17年３月30日 

定時株主総会特別決議 

新株予約権 1,290株 

平成18年３月30日  

定時株主総会特別決議 

新株予約権 1,100株 

 平成17年３月30日 

定時株主総会特別決議  

新株予約権 600株 

１株当たり純資産額  25,885円20銭 

 １株当たり中間純利益   4,567円26銭 

 潜在株式調整後１株当たり中間純利益   3,824円86銭 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

（株式分割） 

 平成17年５月26日開催の取締役会

において株式分割による新株式の発

行を行う旨の決議をしております。 

 当該株式分割の内容は、下記のと

おりであります。 

１ 平成17年８月19日付をもって平

成17年６月30日最終の株主名簿

及び実質株主名簿に記載又は記

録された株主並びに端株原簿に

記載又は記録された端株主の所

有株式を１株につき３株の割合

をもって分割する。 

２ 分割により増加する株式の種類

及び数 

 普通株式 77,805.9株 

３ 配当起算日 

平成17年７月１日 

  

 前期首に当該株式分割が行われ

たと仮定した場合における（１株

当たり情報）の各数値はそれぞれ

以下のとおりであります。 

  

前中間 
会計期間 

当中間 
会計期間 

前事業年度 

１株当たり 
純資産額 

１株当たり 
純資産額 

１株当たり 
純資産額 

9,751円23銭 25,885円20銭 21,309円97銭 

１株当たり 
中間純利益 

１株当たり 
中間純利益 

１株当たり 
当期純利益 

373円97銭 4,567円26銭 821円79銭 

潜在株式調
整後１株当
たり中間純
利益 

潜在株式調
整後１株当
たり中間純
利益 

潜在株式調
整後１株当
たり当期純
利益 

292円32銭 3,824円86銭 653円17銭 

―――― 

  

（新株予約権の付与） 

 平成18年３月30日開催の定時株主

総会において、商法第280条ノ20及び

商法第280条ノ21の規定に基づき、ス

トックオプションとして新株予約権

を発行することを決議いたしまし

た。発行予定の新株予約権の概要は

以下のとおりであります。 

  １ 新株予約権の目的たる株式の

種類及び数 

当社普通株式3,000株を上限

とする。 

２ 発行する新株予約権の総数 

3,000個を上限とする。 

 ３ 新株予約権の発行価額  

無償とする。 

  ４ 新株予約権行使時の払込金額 

１株あたりの払込金額は、

新株予約権発行日の属する月

の前月の各日（取引が成立し

ない日を除く。）の東京証券

取引所における当社普通株式

の終値（以下「終値」とい

う。）の平均値に1.05を乗じ

た金額とし、１円未満の端数

は切り上げる。但し、当該金

額が新株予約権発行日の前営

業日（当日に取引がない場合

は、その日に先立つ直近日）

の終値を下回る場合は、当該

終値とする。 

  ５ 新株予約権を行使することが

できる期間 

平成18年10月１日から平成

24年９月30日までの期間で、

取締役会の決議で定める期間

とする。 

  ６ 新株予約権の行使の条件 

①対象者の相続人による新株

予約権の行使は認められな

い。 

②その他の条件は、取締役会

決議により決定する。 

  ７ 新株予約権の譲渡制限 

新株予約権の譲渡について

は、取締役会の承認を要す

る。 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項

第２号の２（新株予約権の発行）の規定に基づく

臨時報告書 

  
平成18年３月17日 

関東財務局長に提出 

(2) 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第９期) 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日 
  

平成18年３月31日 

関東財務局長に提出 

(3) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項

第２号の２（新株予約権の発行）の規定に基づく

臨時報告書 

  
平成18年６月２日 

関東財務局長に提出 

(4) 訂正報告書 

事業年度（第８期）（自 平成16年１月１日 至

平成16年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正

報告書 

  
平成18年７月19日 

関東財務局長に提出 

(5) 訂正報告書 

事業年度（第９期）（自 平成17年１月１日 至

平成17年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正

報告書 

  
平成18年７月19日 

関東財務局長に提出 

(6) 訂正報告書 

中間会計期間（第８期中）（自 平成16年１月１

日 至 平成16年６月30日）の半期報告書に係る

訂正報告書 

  
平成18年９月28日 

関東財務局長に提出 

(7) 訂正報告書 

事業年度（第８期）（自 平成16年１月１日 至

平成16年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正

報告書 

  
平成18年９月28日 

関東財務局長に提出 

(8) 訂正報告書 

中間会計期間（第９期中）（自 平成17年１月１

日 至 平成17年６月30日）の半期報告書に係る

訂正報告書 

  
平成18年９月28日 

関東財務局長に提出 

(9) 訂正報告書 

事業年度（第９期）（自 平成17年１月１日 至

平成17年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正

報告書 

  
平成18年９月28日 

関東財務局長に提出 

(10) 訂正報告書 

平成18年６月２日提出の臨時報告書（企業内容等

の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２

（新株予約権の発行）の規定に基づく臨時報告

書）に係る訂正報告書 

  
平成18年９月28日 

関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成17年９月16日 

セキュアード・キャピタル・ジャパン株式会社   

 取締役会 御中   

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 松尾 清   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 浅枝 芳隆  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているセキュ

アード・キャピタル・ジャパン株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、セキュアード・キャピタル・ジャパン株式会社及び連結子会社の平成17年６月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間より共同投資による収益を営業外収益に計上する方法から

売上高に計上する方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成18年９月15日 

セキュアード・キャピタル・ジャパン株式会社   

 取締役会 御中   

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 松尾 清   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 浅枝 芳隆  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているセキュ

アード・キャピタル・ジャパン株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、セキュアード・キャピタル・ジャパン株式会社及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成17年９月16日 

セキュアード・キャピタル・ジャパン株式会社   

 取締役会 御中   

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 松尾 清   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 浅枝 芳隆  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているセキュ

アード・キャピタル・ジャパン株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第９期事業年度の中間会計期間

（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、セキュアード・キャピタル・ジャパン株式会社の平成17年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間より共同投資による収益を営業外収益に計上する方法から売上

高に計上する方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成18年９月15日 

セキュアード・キャピタル・ジャパン株式会社   

 取締役会 御中   

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 松尾 清   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 浅枝 芳隆  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているセキュ

アード・キャピタル・ジャパン株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第10期事業年度の中間会計期間

（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、セキュアード・キャピタル・ジャパン株式会社の平成18年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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